
 

生駒市市民投票条例 

(目的) 

第１条 この条例は、市政にかかわる重要事項について、生駒市

自治基本条例(平成21年6月生駒市条例第20号。以下「自治基本

条例」という。)第44条及び第45条の規定による市民投票の実施

に関し必要な事項を定めることにより、市民の市政への参画を

推進し、もって市民自治の確立に資することを目的とする。 

(市政にかかわる重要事項) 

第２条 市民投票に付することができる市政にかかわる重要事項

(以下「重要事項」という。)とは、現在又は将来の市民の福祉に

重大な影響を与え、又は与える可能性のある事項であって、市

民に直接その賛否の意思を問う必要があると認められるものを

いう。ただし、次に掲げる事項を除く。 

(1) 本市の権限に属さない事項。ただし、本市の意思として明

確に表示しようとする場合は、この限りでない。 

(2) 市議会の解散、市議会議員又は市長の解職その他法令に基

づき投票を実施することができる事項 

(3) 本市の組織、人事、予算の調製及び予算の執行の権限に係

る事項並びに市長等の内部の事務処理に関する事項 

(4) 市民投票を実施することにより、特定の個人又は団体の権

利等を不当に侵害し、又はそれらへの不当な利益を供与するお

それのある事項 

(5) 専ら特定の地域に関係する事項 

(6) 前各号に掲げるもののほか、市民投票を行うことが適当で



 

ないと認められる事項 

(投票資格者) 

第３条 市民投票の投票権を有する者(以下「投票資格者」とい

う。)は、本市に住所を有する年齢満18歳以上の者であって、次

の各号のいずれかに該当するものとする。 

(1) 日本国籍を有する者のうち、本市に住民票が作成された日

(他の市町村(特別区を含む。)から本市の区域内に住所を移した

者で、住民基本台帳法(昭和42年法律第81号)第22条の規定によ

り届出をしたものについては、当該届出をした日。以下同じ。)

から引き続き3月以上本市の住民基本台帳に記録されているも

の 

(2) 次に掲げる者のうち、本市に住民票が作成された日から引

き続き3月以上本市の住民基本台帳に記録されているもの 

ア 日本国との平和条約に基づき日本の国籍を離脱した者等

の出入国管理に関する特例法(平成3年法律第71号)に定める特

別永住者 

イ 出入国管理及び難民認定法(昭和26年政令第319号)別表第

2の上欄の永住者の在留資格をもって在留する者 

(3) 出入国管理及び難民認定法別表第1及び別表第2の上欄の在

留資格をもって在留する者(前号イに該当する者を除く。)のう

ち、本市に住民票が作成された日から引き続き5年を超えて本

市の住民基本台帳に記録されているもの 

２ 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者

は、市民投票の投票権を有しない。 



 

(1) 公職選挙法(昭和25年法律第100号)第11条第1項若しくは第

252条、政治資金規正法(昭和23年法律第194号)第28条又は地方

公共団体の議会の議員及び長の選挙に係る電磁的記録式投票

機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律(平成13年法律

第147号)第17条第1項から第3項までの規定(次号において「選

挙関係規定」という。)により選挙権を有しない者 

(2) 前項第2号及び第3号の規定に該当する年齢満18歳以上の者

を公職選挙法第9条に規定する選挙権を有する者とみなして選

挙関係規定を適用した場合に選挙権を有しないこととなる者 

(平29条例1・一部改正) 

(市民投票の請求又は発議等) 

第４条 投票資格者は、重要事項について、その総数の6分の1以

上の連署をもって、その代表者から市長に対し、書面により市

民投票の実施の請求(以下「市民請求」という。)をすることがで

きる。 

２ 議会は、議員の定数の12分の1以上の者の賛成を得て提案さ

れ、かつ、出席議員の過半数の議決により市民投票を発議した

ときは、市長に対し、書面により市民投票の実施の請求(以下「議

会請求」という。)をすることができる。 

３ 市長は、自ら市民投票の発議(以下「市長発議」という。)を

することができる。 

４ 前項の場合において、市長は、必要に応じ自治基本条例第55

条の生駒市市民自治推進委員会(以下「委員会」という。)に意見

を求めることができる。 



 

５ 第1項から第3項までの規定にかかわらず、既に請求又は発議

に係る手続が開始されている場合においては、当該請求又は発

議に係る市民投票の手続が行われている間は、何人も、当該市

民投票に付そうとされ、又は付されている事項と実質的に同一

と認められる事項について、市民投票を請求し、又は発議する

ことができない。 

(市民投票の形式) 

第５条 市民請求、議会請求及び市長発議に当たっては、市民投

票に付そうとする事項について二者択一で賛否を問う形式によ

り行わなければならない。 

(代表者証明書の交付等) 

第６条 市民請求をしようとする代表者(以下「代表者」という。)

は、市長に対し、規則で定めるところにより、市民投票に付そ

うとする事項及びその趣旨を記載した実施請求書(以下「実施請

求書」という。)をもって当該事項が重要事項であること及び前

条に規定する市民投票の形式に該当すること(以下これらを「市

民投票請求要件」という。)の確認を請求し、かつ、書面により

代表者であることの証明書(以下「代表者証明書」という。)の交

付を申請しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による請求及び申請があったときは、委

員会に意見を求めなければならない。 

３ 市長は、委員会の意見を基に第1項の規定による請求及び申請

の内容を審査し、市民投票請求要件に適合していると認められ

るときは速やかに代表者に代表者証明書を交付し、適合してい



 

ると認められないときは代表者にその旨を通知するとともに、

審査の結果を告示しなければならない。 

４ 市長は、前項の規定により代表者証明書を交付するときは、

第1項の規定による申請の日現在の投票資格者の総数の6分の1

の数(以下「必要署名者数」という。)を代表者に通知するととも

に、告示しなければならない。 

(署名等の収集) 

第７条 代表者は、市民投票の実施の請求者の署名簿(以下「署名

簿」という。)に実施請求書又はその写し及び代表者証明書又は

その写しを付して、投票資格者に対し、規則で定めるところに

より、署名等(署名することに併せ、署名年月日、住所及び生年

月日を記載することをいう。以下同じ。)を求めなければならな

い。 

２ 代表者は、本市の区域内で衆議院議員、参議院議員、奈良県

の議会の議員若しくは知事又は市議会議員若しくは市長の選挙

(以下「選挙」という。)が行われることとなるときは、地方自治

法施行令(昭和22年政令第16号)第92条第4項に規定する期間に

ついては、署名等を求めることができない。 

３ 署名等は、前条第3項の規定による告示の日から1月以内でな

ければ求めることができない。ただし、前項の規定により署名

等を求めることができないこととなった期間があったときは、

当該期間を除き、前条第3項の規定による告示の日から31日以内

とする。 

(令3条例27・一部改正) 



 

(署名簿の提出等) 

第８条 代表者は、署名簿に署名等をした者の数が必要署名者数

以上となったときは、前条第3項に規定する期間の満了の日(同項

ただし書の規定が適用される場合には、同項ただし書に規定す

る期間の満了の日)の翌日から5日以内に全ての署名簿(署名簿が

2冊以上に分かれているときは、これらを一括したもの)を市長に

提出し、署名簿に署名等をした者が、次条第1項に規定する審査

名簿に登録されている者であることの証明を求めなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の規定による署名簿の提出を受けた場合におい

て、署名簿に署名等をした者の数が必要署名者数に満たないこ

とが明らかであるとき、又は同項に規定する期間を経過してい

るときは、当該提出を却下しなければならない。 

(審査名簿の調製) 

第９条 市長は、規則で定めるところにより、審査名簿(第6条第3

項の規定による代表者証明書の交付の日現在の投票資格者を登

録した名簿をいう。以下同じ。)を調製しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により審査名簿の調製をしたときは、規

則で定めるところにより、投票資格者からの申出に応じ、審査

名簿の抄本(当該申出を行った投票資格者が記載された部分に限

る。)を閲覧させなければならない。 

３ 第1項の規定による登録に関し不服のある者は、規則で定める

閲覧の期間内に書面により市長に異議を申し出ることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申出を受けた場合においては、そ



 

の申出を受けた日から7日以内にその申出が正当であるかない

かを決定しなければならない。この場合において、その申出を

正当であると決定したときは、申出人を速やかに審査名簿に登

録し、又は審査名簿から抹消し、その旨を申出人及び関係人に

通知し、その申出を正当でないと決定したときは、速やかにそ

の旨を申出人に通知しなければならない。 

５ 市長は、第1項の規定により審査名簿の調製をした日後、当該

調製の際に審査名簿に登録されるべき投票資格者が審査名簿に

登録されていないことを知った場合には、その者を速やかに審

査名簿に登録しなければならない。 

(署名等の審査) 

第１０条 市長は、第8条第1項の規定により署名等の証明を求め

られたときは、その日から20日以内に署名簿に署名等をした者

が審査名簿に登録されている者かどうかの審査を行い、署名等

の効力を決定し、その旨を証明しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定による署名等の証明が終了したときは、

その日から7日間、署名簿を関係人の縦覧に供さなければならな

い。 

３ 署名簿の署名等に関し不服のある関係人は、前項に規定する

縦覧の期間内に書面により市長に異議を申し出ることができる。 

４ 市長は、前項の規定による申出を受けた場合においては、そ

の申出を受けた日から14日以内にその申出が正当であるかない

かを決定しなければならない。この場合において、その申出を

正当であると決定したときは、速やかに第1項の規定による証明



 

を修正し、その旨を申出人及び関係人に通知し、その申出を正

当でないと決定したときは、速やかにその旨を申出人に通知し

なければならない。 

５ 市長は、第2項に規定する縦覧の期間内に関係人の異議の申出

がないとき、又は前項の規定による全ての異議についての決定

をしたときは、その旨及び有効な署名等の総数を告示するとと

もに、署名簿を代表者に返付しなければならない。 

(市民投票の実施) 

第１１条 市長は、市民請求若しくは議会請求があったとき、又

は市長発議をしたときは、市民投票を実施するものとする。 

２ 市長は、市民投票を実施しようとするときは、速やかに、次

の各号に掲げる市民投票の区分に応じ当該各号に定める者にそ

の旨を通知するとともに、その旨を告示しなければならない。 

(1) 市民請求による市民投票 当該市民請求に係る代表者及び

市議会議長 

(2) 議会請求による市民投票 市議会議長 

(3) 市長発議による市民投票 市議会議長 

(市民投票の期日) 

第１２条 市長は、前条第2項の規定による告示の日から起算して

30日を経過して90日を超えない範囲内において市民投票の期日

(以下「投票日」という。)を定めるものとする。 

２ 市長は、前項の規定により定めた投票日に選挙が行われると

きその他市長が特に必要があると認めるときは、当該投票日を

変更することができる。 



 

３ 市長は、第1項の規定により投票日を定めたときは、当該投票

日の少なくとも7日前までにその期日を告示しなければならな

い。 

４ 前項の規定による告示の日以後、天災その他避けることので

きない事故その他特別な事情により市長が特に必要があると認

めるときは、投票日を変更することができる。この場合におい

て、市長は、速やかにその旨を告示し、及び変更後の投票日の

少なくとも5日前までにその期日を告示しなければならない。 

(情報の提供) 

第１３条 市長は、投票資格者の投票の判断に資するため、重要

事項に係る市が有する情報を分かりやすく整理した資料を一般

の閲覧に供するほか、必要な情報の提供を行うものとする。 

２ 市長は、前項に規定する情報の整理、資料の閲覧及び必要な

情報の提供に当たっては、公平性及び中立性を保持しなければ

ならない。 

(投票運動) 

第１４条 第17条に規定する投票管理者及び第23条に規定する

開票管理者は、在職中、その関係区域内において、市民投票に

付されている事項に対し賛成又は反対の投票をし、又はしない

よう勧誘する行為(以下「市民投票運動」という。)をすることが

できない。 

２ 第21条第2項に規定する不在者投票を管理する者は、不在者

投票に関し、その者の業務上の地位を利用して市民投票運動を

することができない。 



 

３ 第11条第2項の規定による告示の日から投票日までの期間に、

本市の区域内で行われる選挙の期日の公示又は告示の日から当

該公示又は告示に係る選挙の期日までの期間が重複するときは、

当該重複する期間、当該市民投票に係る市民投票運動をするこ

とができない。ただし、当該選挙の公職の候補者(候補者届出政

党(公職選挙法第86条第1項又は第8項の規定による届出をした

政党その他の政治団体をいう。)、衆議院名簿届出政党等(同法第

86条の2第1項の規定による届出をした政党その他の政治団体を

いう。)又は参議院名簿届出政党等(同法第86条の3第1項の規定に

よる届出をした政党その他の政治団体をいう。)を含む。)がする

選挙運動(同法第13章の規定に違反するものを除く。)又は同法第

14章の3の規定により政治活動を行うことができる政党その他

の政治団体が行う政治活動(同章の規定に違反するものを除く。)

が、市民投票運動にわたることを妨げるものではない。 

４ 市民投票運動は、買収、脅迫その他投票資格者の自由な意思

が拘束され、若しくは不当に干渉され、又は市民の平穏な生活

環境が侵害されるものであってはならない。 

(投票資格者名簿の調製) 

第１５条 市長は、規則で定めるところにより、投票資格者名簿

(第12条第3項の規定による告示の日の前日(同条第4項の規定に

より投票日を変更する場合にあっては、市長が別に定める日)現

在(投票資格者の年齢については、投票日現在)の投票資格者を登

録した名簿をいう。以下同じ。)を調製しなければならない。 

２ 投票資格者名簿は、次条の規定により設ける投票区ごとに編



 

製しなければならない。 

３ 市長は、第1項の規定により投票資格者名簿の調製をしたとき

は、規則で定める期間、投票資格者(投票資格者名簿に登録され

た者に限る。)からの申出に応じ、規則で定めるところにより、

投票資格者名簿の抄本(当該申出を行った投票資格者が記載され

た部分に限る。)を閲覧させなければならない。 

４ 第1項の規定による登録に関し不服のある者は、規則で定める

期間内に書面により市長に異議を申し出ることができる。 

５ 市長は、前項の規定による申出を受けた場合においては、そ

の申出を受けた日から7日以内にその申出が正当であるかない

かを決定しなければならない。この場合において、その申出を

正当であると決定したときは、その申出人を速やかに投票資格

者名簿に登録し、又は投票資格者名簿から抹消し、その旨を申

出人及び関係人に通知し、その申出を正当でないと決定したと

きは、速やかにその旨を申出人に通知しなければならない。 

６ 市長は、第1項の規定により投票資格者名簿の調製をした日後、

当該調製の際に投票資格者名簿に登録されるべき投票資格者で、

かつ、引き続き投票資格者である者が投票資格者名簿に登録さ

れていないことを知った場合には、その者を速やかに投票資格

者名簿に登録しなければならない。 

(投票区及び投票所) 

第１６条 投票区及び投票所(第21条第1項に規定する期日前投票

の投票所を含む。次条及び第20条第3項において同じ。)は、規

則で定めるところにより設ける。 



 

(投票管理者及び投票立会人) 

第１７条 市長は、規則で定めるところにより、投票所に投票管

理者及び投票立会人を置く。 

(投票資格者名簿の登録及び投票) 

第１８条 投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をする

ことができない。 

(投票資格者でない者の投票) 

第１９条 市民投票の当日(第21条第1項に規定する期日前投票に

あっては、当該投票の当日)、投票資格者でない者は、投票をす

ることができない。 

(投票の方法等) 

第２０条 市民投票は、事案ごとに1人1票の投票とする。 

２ 市民投票の投票を行う投票資格者(以下「投票人」という。)

は、市民投票の当日、自ら投票所に行き、投票資格者名簿又は

その抄本の対照を経なければ、投票することができない。 

３ 投票人は、投票人の自由な意思に基づき、自ら、投票所にお

いて、市民投票に付されている事項に賛成するときは投票用紙

の賛成の記載欄に○の記号を、これに反対するときは投票用紙

の反対の記載欄に○の記号を自書して、これを投票箱に入れる

方法によるものとする。 

４ 投票用紙には、投票人の氏名を記載してはならない。 

５ 何人も、投票人のした投票の内容を陳述する義務はない。 

(期日前投票等) 

第２１条 前条第2項の規定にかかわらず、投票人は、規則で定め



 

るところにより、期日前投票を行うことができる。 

２ 前条第2項及び第3項の規定にかかわらず、投票人は、規則で

定めるところにより、不在者投票を行うことができる。 

３ 前条第3項及び第24条第2項の規定にかかわらず、投票人は、

規則で定めるところにより、点字による投票を行うことができ

る。 

４ 前条第3項及び第24条第2項の規定にかかわらず、投票人は、

規則で定めるところにより、代理投票をさせることができる。 

(開票区及び開票所) 

第２２条 開票区は、市の区域による。 

２ 開票所は、市長の指定した場所に設ける。 

３ 市長は、あらかじめ開票の場所及び日時を告示しなければな

らない。 

(開票管理者及び開票立会人) 

第２３条 市長は、規則で定めるところにより、前条第2項に規定

する開票所に開票管理者及び開票立会人を置く。 

(投票の効力等) 

第２４条 投票の効力は、開票立会人の意見を聴き、開票管理者

が決定しなければならない。 

２ 次に掲げる投票は、無効とする。 

(1) 所定の用紙を用いないもの 

(2) ○の記号以外の事項を記載したもの 

(3) ○の記号を自書しないもの 

(4) ○の記号を賛成欄及び反対欄のいずれにも記載したもの 



 

(5) ○の記号を投票用紙の賛成欄又は反対欄のいずれに記載し

たのかを確認し難いもの 

(6) 白紙投票 

(投票結果の告示等) 

第２５条 市長は、市民投票の結果が確定したときは、直ちに、

これを告示するとともに、次の各号に掲げる市民投票の区分に

応じ当該各号に定める者に当該告示の内容を通知しなければな

らない。 

(1) 市民請求による市民投票 当該市民請求に係る代表者及び

市議会議長 

(2) 議会請求による市民投票 市議会議長 

(3) 市長発議による市民投票 市議会議長 

(投票結果の尊重) 

第２６条 一の事案について投票した者の賛否いずれか過半数の

結果が投票資格者総数の4分の1以上に達したときは、議会及び

市長は市民投票の結果を尊重しなければならない。 

２ 一の事案について投票した者の賛否いずれか過半数の結果が

投票資格者総数の4分の1以上に達したときは、市民においても

市民投票の結果を尊重するものとする。 

(再請求の制限期間) 

第２７条 この条例による市民投票が実施された場合は、その結

果が告示されてから2年が経過するまでの間は、同一の事案又は

当該事案と同旨の事案について市民請求を行うことができない。 

(委任) 



 

第２８条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

附 則 

(施行期日) 

１ この条例は、公布の日から起算して3年を超えない範囲内にお

いて規則で定める日から施行する。 

(平成29年3月生駒市規則第4号で平成29年4月1日から施行) 

(経過措置) 

２ 出入国管理及び難民認定法及び日本国との平和条約に基づき

日本の国籍を離脱した者等の出入国管理に関する特例法の一部

を改正する等の法律(平成21年法律第79号。以下「改正法」とい

う。)の施行の日の前日において、改正法第4条の規定による廃止

前の外国人登録法(昭和27年法律第125号)第4条第1項に規定す

る外国人登録原票に登録されていた居住地が本市にあった者で

あって、改正法の施行の日から引き続き本市の住民基本台帳に

記録されているものについては、当該外国人登録原票に登録さ

れていた居住地が改正法の施行の日の前日まで引き続き本市で

あった期間を、本市の住民基本台帳に記録されている期間に通

算して第3条第1項第2号及び第3号の規定を適用する。 

附 則(平成29年3月条例第1号) 

この条例は、公布の日から施行する。 

附 則(令和3年12月条例第27号) 

この条例は、令和4年1月1日から施行する。 

 


